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佐 久 税 務 署 か ら の お 知 ら せ
令和8年分　年末調整についてのお知らせ

～昨年と比べて変わった点～
所得税の基礎控除の見直し等
　令和8年度税制改正により、次のとおり、所得税の基礎控除の引き上げ等に関する見直しが行われまし
た。これらの改正は原則として、令和8年12月1日に施行され、令和8年分以後の所得税について適用さ
れます。このため、令和8年12月に行う年末調整など、令和8年12月以後の源泉徴収事務に変更が生じます。

【ご留意いただきたい事項①】
・基礎控除額の改正に伴い、令和9年分以後の「源泉徴収税額表」が改正されました。
・給与所得控除の改正に伴い、令和8年分以後の「年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の

表」及び令和9年分以後の「源泉徴収税額表」が改正されました。

【基礎控除の引き上げ】

【給与所得控除の最低保障額の引き上げ】

合計所得金額
令和8・9年における

収入が給与だけの場合の収入額（注3）

基礎控除額（改正された範囲）
改正後（注1） 改正前（注1）

令和8・9年分 令和10年分以後 令和8年分 令和9年分以後
	 132万円以下　
	 （206万円以下）

104万円（注2）

99万円（注2） 95万円（注2）

132万円超　　　　336万円以下　
（206万円超　　475万1,999以下）

62万円（注2）

88万円（注2）

58万円

336万円超　　　　489万円以下　
（475万1,999円超　665万5,556円以下） 68万円（注2）

489万円超　　　　655万円以下　
（655万5,556円超　　　　850万円以下） 67万円（注2） 63万円（注2）

655万円超　　　2,350万円以下　
（850万円超　　　2,545万円以下） 62万円（注2） 58万円（注2）

給与等の収入金額
給与所得控除額（改正された範囲）
改正後

改正前
令和8・9年分 令和10年分以後

190万円以下　
74万円（注1） その収入金額×30％＋8万円

（69万円未満となる場合は69万円）
65万円

190万円超220万円以下　 その収入金額×30％＋8万円

（注） 1　所得税法第86条の規定による基礎控除額62万円（改正前：58万円）に、組税特別措置法第41条の16の 2 の規定に
よる加算額を加算した額となります。

　　　 2　62万円にそれぞれ42万円、 5万円、37万円を加算した金額（改正前58万円にそれぞれ、37万円、30万円、10万円、
5万円を加算した金額）となります。なお、この加算は、居住者についてのみ適用があります。

　　　 3　下記⑵の改正後の給与所得控除額に基づいた金額であり、特定支出控除や所得金額調整控除の適用がある場合に
は、表の金額とは異なります。

　　　 4　合計所得金額2,350万円超の場合の基礎控除額に改正はありません。

（注） 1　給与所得控除の最低控除額等の特例（租税特別措置法第29条の 4）の適用後の給与所得控除額となります。
　　　 2　給与等の収入金額が220万円超の場合の給与所得控除額に改正はありません。
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【ご留意いただきたい事項②】
・この改正により新たに扶養親族等の要件を満たすこととなった親族等に係る扶養控除等の適用を受ける

ために「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」等の提出が必要となります。

　本誌に掲載している情報のほかにも、様々な情報を国税庁ホームページに掲載しています
ので、そちらもご活用ください。
・各種申告書の記載のしかた（記載例）
・各種申告書の記載に当たっての注意事項を各人に周知するための文例
　「各種控除について（給与所得者用）」や「年末調整を受ける際の注意事項」など
【掲載場所】https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/nencho2026/01.htm

【扶養親族等の所得要件の改正】

（注） 1　合計所得金額（ひとり親の生計を一にする子については総所得金額等の合計額）の要件をいいます。
　　　 2　上記⑵の改正前及び改正後のそれぞれの給与所得控除額に基づいた金額であり、特定支出控除の適用がある場合

には、表の金額とは異なります。

扶養親族等の区分
所得要件（注1）

（令和8・9年分における収入が給与だけの場合の収入金額（注2））
改正後 改正前

扶養親族
同一生計配偶者
ひとり親の生計を一にする子

62万円以下　
136万円以下）

58万円以下　
123万円以下）

特定親族 62万円超　123万円以下　
（136万円超　197万円以下）

58万円超　　　　123万円以下　
（123万円超　　　　188万円以下）

配偶者特別控除の対象となる配偶者 62万円超　133万円以下　
（136万円超　207万円以下）

58万円超　　　　133万円以下　
（123万円超　201万5,999円以下）

勤労学生 89万円以下　
（163万円以下）

85万円以下　
（150万円以下）

年末調整手続の電子化で業務効率化
年末調整手続の
電子化とは？

年末調整
手続の電子化の
メリット

年末調整ソフト
ヘルプデスク

１．年末調整に必要な控除証明書をデータ取得
２．年末調整に関する申告書をデータ作成
３．データを利用して年税額を自動計算

2分で分かる
年末調整の電子化!
電子化の概要 いいね!! e-年調（1分56秒）

勤務先（給与担当） 従業員（給与所得者）

①関係書類の配布や回収が不要！
②控除額や添付書類のチェックが簡単！
③会社のシステムへの手入力作業が不要！
④書類の保管場所も不要！

①手書きでの書類作成が不要！
②控除額はソフトが自動計算！
③テレワーク中の従業員も提出可能！
④マイナポータル連携を利用すれば、保険料
　等の控除証明書等をまとめて取得可能！

年末調整手続の電
子化関係パンフレ
ット等はこちら

年末調整手続の電子化及びソフトの操
作方法等に関するご質問等がありまし
たら、以下の電話番号へお問い合わせ
ください。（通話料金が発生します。）

電話番号 0570−02−4563（ナビダイヤル）

受付時間 9時〜17時
9月1日〜9月30日（月〜金曜 祝日等除く）
10月1日〜12月28日（毎日）
1月4日〜1月29日（月〜金曜 祝日等除く）
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署長着任のあいさつ	 佐久税務署長　吉田　邦仁

　この度の人事異動で佐久税務署長を拝命しました吉田です。
　一般社団法人佐久法人会の皆様方には、日頃から税務行政の円滑な遂行
に、深いご理解とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
　私は、群馬県高崎市（旧吉井町）出身で、長野県での勤務は 2回目となり
ます。皆様方のご支援をいただきながら円滑な税務行政の運営に努めて参り
たいと思いますので、前任の宮川同様よろしくお願い申し上げます。
　法人会は、税のオピニオンリーダーとして「税に関する啓発・提言活動」
や、「企業の税務コンプライアンスの向上に向けた取組」など、申告納税制度の維持発展と税務行政
の円滑な運営に大きな役割を果たしておられます。
　特に、佐久法人会の皆様におかれましては、租税教室への講師派遣をはじめ、「税に関する絵はが
きコンクール」の実施のほか、税に関する各種研修会の開催や「自主点検チェックシート」を活用し
た企業の税務コンプライアンスの向上のための取組に加え、各支部におかれましても、地域貢献活動
を展開するなど、会員企業や地域社会の健全な発展に大きく貢献されております。
　これもひとえに関会長をはじめ、会員の皆様の並々ならぬ熱意とご尽力の賜物であり、心から敬意
を表する次第です。
　さて、国税当局では、「納税者の利便性の向上」、「課税・徴収事務の効率化・高度化」、「事業者
のデジタル化促進」の 3本の柱に基づき税務行政のＤＸの推進に取り組んでおります。
　「納税者の利便性の向上」では、「あらゆる税務手続きが税務署に行かずにできる社会」の実現を目
指して、添付書面も含めたe-Tax（ALL　e-Tax）の推進、キャッシュレス納付や納税証明書オンラ
イン請求の利用拡大に取り組んでおりますので、皆様方にも是非ご利用いただければと思います。ま
た、事業者の方々が行う会計・経理等の様々な業務が一貫してデジタル化されることで、単純誤りの
防止による正確性の向上のほか、事務の効率化にもつながることが期待されることから、「事業者の
デジタル化促進」に向けても、積極的に周知・広報を行ってまいりたいと考えております。
　貴会におかれましても、会報誌などを通じての広報活動や研修会の開催等により、税務行政の普及
及び定着にご尽力いただいていることに感謝申し上げるとともに、今後ともよ
り一層のお力添えを賜りますようお願い申し上げます。
　結びに当たり、一般社団法人佐久法人会の益々のご発展と会員の皆様のご健
勝並びに益々のご繁栄を心より祈念申し上げまして、着任のあいさつとさせて
いただきます。　

着任のご挨拶

法人課税第一部門
　統括国税調査官

　内山　公一
　この度の異動で佐久税
務署へまいりました内山
公一です。一般社団法人
佐久法人会の皆様方には、税務行政に対する深
いご理解と多大なご協力を賜り、厚くお礼申し
上げます。よろしくお願い申し上げます。　

法人課税第一部門
　総括上席国税調査官

　本間　翔一
　一般社団法人佐久法人
会の活動が、より有意義
なものとなるよう一生懸
命努めて参ります。
　前任者に引き続きよろしくお願い致します。
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〒385－0022  佐久市岩村田今宿553番地（中山道今宿）
 TEL （0267）67-3003  FAX （0267）67-3755
ご予約専用 0120-3951-77
★明治にホテルになる前からの宿
http://www.sakusaku.co.jp　E-mail:saku@sakusaku.co.jp

（株）佐久ホテル天然温泉

私たち法人会は、中小企業を中心として全国約70万社の会員企業を擁する団体です。41都道県に440の単位法人会が組織され、創設以来70年にわたり、国の根幹ともいえる「税」の分野を中心とした活動を全国的に展開し、申告納税制度の維持・発展に寄与してまいり

ました。近年は、我が国の将来を見据えた税の提言や各種研修会の開催、地域社会貢献活動に加え、次代を担う児童への租税教育や税の啓発活動、さらには企業の税務コンプライアンス向上に資する取り組みにも力を注いでいます。また、法人会では、「法人会版健康経営」

として、企業の活力向上を図るとともに、健康増進を通じた社会保障給付費の抑制や、企業の持続的な成長による安定的な国の歳入確保につなげる「財政健全化のための健康経営」に取り組んでいます。 *健康経営はNPO法人健康経営協会の登録商標です。

提言書の全文は、全法連ホームページに

掲載しておりますので、ご覧ください。

https:// www.zenkokuhojinkai.or. jp

法人会からの提言

福祉その他 35.8兆円 
（24.8%）

保険料 84.5 .95（ 円兆 9% ）

年金 63.7 .44（ 円兆 2%） 医療 44.6 .03（ 円兆 9%）

公費 56.6 04（ 円兆 .1%）

うち被保険者拠出 44.8 （ 円兆 31.8%） うち事業主拠出 39.7 82（ 円兆 .1%） うち国 38.9 2（ 円兆 7.5%）

うち介護14.3兆円
（9.9%）

うちこども・子育て12.1兆円
（8.4%）

うち地方17.7兆円
 （12.6%）

国（一般会計） 社会保障関係費等 ）源財般一（ 村町市県府道都 厚生労働省資料より引用

等
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収
用
運
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金
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負 担

給 付

各制度における  保険料負担

144.1兆円社会保障給付費

公益財団法人 全国法人会総連合

会長 斎藤  保
株式会社IHI特別顧問

1．財政健全化に向けて
財政健全化は国家的な課題であり、財政の持続可能性を高めるために本格的な歳出・歳入の

一体的な改革を進めることが重要である。歳入では安易に税の自然増収を前提とすることなく、

歳出についても聖域を設けずに分野別の具体的な削減の方策と工程表を明示し、着実に改革

を実行するよう求める。

2．社会保障制度に対する基本的考え方
中小企業における事業主の社会保険料負担は、賃上げに伴い年々増加している。事業主への

過度な保険料負担を抑制しつつ、女性の就労や人材確保の観点から、配偶者控除や第3号

被保険者制度の問題を含めて税と社会保障を一体的に議論すべきである。

Ⅰ 税・財政改革のあり方

1．中小企業の活性化に資する税制措置
中小企業の活性化を促し、地域の中で存在感を発揮してもらうことは、地域経済の活力を取り

戻すことにもつながる。地方創生の観点からも政府と地元自治体が緊密に連携しながら、地域の

中小企業に元気を与えるような税制措置を強く求める。

(1) 中小法人に適用される軽減税率の特例１５％の本則化、適用所得金額の引上げ

(2)「中小企業投資促進税制」、「少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置」等

　   の拡充、本則化

(3) 償却資産に対する課税の見直し

(4) 中小企業向け賃上げ促進税制の適用要件緩和

(5) 中小企業の事務負担軽減　等

2．事業承継税制の拡充
中小企業経営者の高齢化も進んでいる中で、中小企業が相続税の負担等によって次世代に

円滑な事業の承継ができなければ、そうした企業が保有する独自の技術やサービスが失われ、

ひいては我が国の経済・社会の根幹が揺らぐことになりかねない。

(1) 事業用資産を一般資産と切り離した本格的な事業承継税制の創設

(2) 取引相場のない株式の評価の見直し

(3) 相続税、贈与税の納税猶予制度の充実

3．消費税への対応
社会保障国民会議では、中低所得者の生活を支援する「給付付き税額控除」の導入に向けた

議論が行われているが、制度設計にあたっては軽減税率やインボイス制度のあり方についても

深掘りした議論が求められる。

Ⅱ 経済活性化と中小企業対策

意見広告

中小企業を中心とする全国約70万社の会員企業で構成される経営者の団体「公益財団法人 全国法人会総連合（略称：全法連）」は、9月18日開催の

理事会において たしまし議決を」言提るす関に正改制税度年9和令「、 。今般、政府・与党は、2027年4月から飲食料品の消費税率を2年間限定で1％に

引き下げるとともに、1％分の消費税収に相当する給付金を中低所得者へ支給する方針を決定しました。しかし、社会保障財源に充てることとされている

消費税の減税については、物価高対策としての効果が不透明であるうえ、減収分と給付金を合わせた財源も明確に示されていません。さらに、事業者は、

2年間の減税のためにレジシステムの改修や社員教育などの対応を迫られ、多額の費用や人手を要するなど、大きな負担を負うことになります。法人会は

かねて政府・与党に対し、消費税減税には慎重な対応を求めてきましたが、中小・零細企業に配慮した万全の措置を講じるよう強く訴えています。

「令和8年9月25日付 日本経済新聞 朝刊 全国版掲載」

法人会とは
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〇建設業
　建築工事では、生コン価格の大幅値上げに加え、材料費・外注費の見積額も、感覚的には昨
年比1.2 ～ 1.4倍に上昇するなど、コスト増が顕著となっています。軽井沢地域では別荘需要
が停滞する一方、ホテル需要は高まっており、職人の確保競争が生じています。また、金利上
昇に伴う建設投資意欲の減退も今後の懸念材料です。
　土木工事では、公共工事の予算総額が概ね横ばいの中、人件費や材料費の上昇により、実質
的な受注機会と利益が減少しています。また、行政が年度をまたぐ工事の発注を避ける傾向が
あるため、冬から春にかけて工事量が薄くなります。こうした年間の工事量の偏りをいかに平
準化するかも課題です。さらに、入札では、女性・若手技術者を配置することで評価点が加点
される仕組みがあり、こうした人材を確保できる大手企業に比べ、対応力に乏しい中小零細企
業は受注機会をさらに失いつつあります。
　建築・土木に共通する根本的な課題は、深刻な人手不足です。「賃金の低さ」や「社会的イ
メージの悪さ」から、若者が建設業を選ばず、技術継承が断絶しつつあることは喫緊の課題で
す。熟練技術者の減少は、社会全体のインフラを維持する能力の低下に直結します。
　その背景には、インフラ整備を単なる「コスト」と捉える社会的な認識があるのではないで
しょうか。インフラ投資は本来、災害防止・産業振興・生活基盤維持のための「社会への再投
資」です。待遇改善に加え、建設業が果たしている社会的役割を可視化し、現場で働く人々が
誇りを持てる社会を築くことこそが、人材確保と技術継承の出発点となるはずです。

●農業　～令和8年産米の価格下落～
　令和7年産米は、品薄感や需要の見誤り、流通業者による集荷競争などを背景に、店頭価格
が大きく高騰しました。消費者は家計への負担から買い控えを強め、外食産業では輸入米や代
替品を使う動きも広がっています。その結果、価格が高いまま販売が伸びず、民間在庫は積み
上がっています。令和8年産では、こうした在庫の増加に加え、作付面積が大きく減らない見
通しであるため、需給が緩み、価格は下落する可能性が高いです。特に新米が本格的に出回る
秋には、業者が令和7年産米を売り切ろうとするため、値下げ競争が強まると考えられます。
価格下落は消費者にとって朗報だが、生産者にとっては収入減に直結し、肥料、燃料、農機具
などの費用が高止まりする中、販売価格が生産費を下回れば、稲作を続けられない農家が増え
かねない状況です。政府や農業団体には、短期的な価格調整だけでなく、在庫管理、需要予測
の改善、輸出や加工用需要の拡大、生産者への適切な支援を進めることを求めます。高騰と暴
落を繰り返さないため、消費者、生産者、流通業者が情報を共有し、安定した米の需給体制を
築く必要があると考えます。

経営羅針盤
～会員企業の声～
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◆理事長：中　澤　正　恵　
◆事業内容：第二種社会福祉事業
　　　　　（認知症対応型老人共同生活援助事業の経営）
◆住　所：佐久市八幡241－1
◆電　話：0267−58−3955　FAX：0267−58−3956
◆URL http://www.asashina.nagominooka.com/

◆代表者名：小野澤　厚　史
◆事業内容：産業廃棄物中間処理
◆住　所：佐久市御馬寄1132
◆電　話：0267−58−0182　FAX：0267−58−0183
◆Email : contact.info@engineeringwood.com
◆URL https://www.engineeringwood.com/

◆代表取締役：伊　藤　克　弘
◆事業内容：住宅設計施工、リノベーション、店舗設計
◆住　所：南佐久郡川上村居倉1463
◆電　話：0267−74−0552　FAX：0267−74−0552
◆URL https://trk-ltd.jp/

◆代表取締役：北　平　友　哉
◆事業内容：登山用品の開発及び販売
◆住　所：南佐久郡川上村大深山1186
◆電　話：0267−97−2077
◆URL https://roofrock.jp/

あ の 町 こ の 町  会 員 紹 介
　（福）あさしな福祉会
　社会福祉法人あさしな福祉会は佐久市八幡において認知症対応型グループ
ホームを運営する法人です。前身は、土木建設業をしていた中澤建材興業㈱が
平成16年に「宅老所なごみの丘」を開設し、高齢者介護事業がスタートしまし
た。その後平成23年4月に社名変更した㈱中澤として、佐久市の指定を受けた
認知症対応型グループホーム「グループホームあゆみ」を開設しました。
　平成30年新たに佐久市より社会福祉法人の認可を受け、グループホームあ
ゆみの運営を行っています。
　グループホームあゆみでは「居心地の良さの追求と新しい介護の創造」を理
念として、入居されている方が「ここで暮らすことがここち良い」と感じられる
環境づくりを大切にし、少人数ならではの温かい関わりを重ねながら、一人ひ
とりの生活リズムや好みに寄り添い、安心して過ごせる毎日をお手伝いしてい
ます。

　㈲エンジニアリングウッド
　当社は、木くずの収集運搬・中間処理・資源化を一貫して手がけ
る企業です。建築廃材や廃パレット、伐採木、剪定枝、根株を受け
入れ、破砕処理をし、バイオマス発電用燃料や製紙・ボード原料、
たい肥原料として再生しています。　
　木くずの処分を伴う解体工事や伐採・伐根工事についても、工事
から処分まで一貫した対応が可能です。
　近年は、山林に残されてきた未利用材の回収・活用を進めるほ
か、破砕機・切削機や重機などの修理・整備事業にも取り組んでい
ます。
　木材リサイクルで培った技術力と機動力を生かし、廃棄物削減と
資源循環、林業・木材産業の持続的な発展に貢献します。

　㈱TRK
　私達は【アイネクライネ一級建築士事務所】を社内に有した元請
工務店と設計事務所を併せ持った会社になります。設計主導でデザ
イン力のある住宅設計を強みとしていながら施工まで社内で完結さ
せることで、高い品質と低コストを実現。
　高気密高断熱はもちろんのことオリジナルで全館床暖房システム
を構築し、特に厳寒の東信エリアではお施主様に大変喜ばれていま
す。
　快適な住環境を通してお施主様の活力となり、地域の発展に寄与
できるよう日々尽力いたします。

　㈱ルーフ・ロック
　2024年1月に川上村で㈱ルーフ・ロックを創業、同年4月にクラ
イミングショップ「ROOF ROCK」をオープンし、今年で3年目を
迎えることが出来ました。
　ROOF ROCKのある川上村には小川山という日本を代表するク
ライミングの聖地があり、小川山には日本のみならず世界中からク
ライミング愛好家が岩を登りにやってきます。
　㈱ルーフ・ロックは「クライミングと人を繋ぐ」という理念のも
と、クライミングに必要な道具や書籍、衣類等を販売しながら、ク
ライミング愛好家のみならず地元の方々にも愛されるお店になれる
ようにこれからも努めて参ります。
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　本支部では、地域社会貢献事業として市内小・中学校の吹奏楽支援を10月3日（土）、4日
（日）に駒場公園・佐久創造館での市内最大イベント「ぞっこん！さく市」で、浅間中学校
吹奏楽部・中込中学校吹奏楽部・野沢小学校ウインドオーケストラの3校への演奏協力を行
いました。会場となるぎりしゃ劇場は、奏でる生徒や児童とギャラリーが一体となる場面も
見られ、佐久の秋空に美しい音色が響く、楽しいひとときのイベントとなりました。

佐久市支部

アフラック募集代理店

アジルライフネット有限会社

保険のご相談はお気軽に
お問合せください

TEL 0120-023-318
北佐久郡御代田町馬瀬口1612-8

〒385－0034
佐久市平賀938
TEL（0267）63－2688
FAX（0267）63－7578
E-mail　seikot@coral.ocn.ne.jp

支部だより

　地域社会に貢献する取り組みの一環として、
毎年、地域のさまざまな団体や幼稚園・保育園
などに対し、活動費や図書カードの寄贈を行っ
ています。今年度は、これまでの活動に加え、
新たな取り組みとして、地元の公民館で「こど
も食堂」を運営している「ガイア」さんへ運営
協力と食堂を利用する皆さまに、日頃の感謝と
地域交流の一助となるよう、豚汁のふるまいを
行いました。当日は役員だけでなく、活動の趣旨に賛同していただいた会員の皆さまにもご
協力いただき、約120人分の豚汁を用意しました。多くの方に召し上がっていただき、「とて
も美味しくて、おかわりしてしまいました」といった嬉しい声も多く寄せられました。活動
を通じて、地域のつながりを深める有意義な取り組みとなりました。地域の教育・文化・福
祉の向上に寄与する活動を積極的に進め、地域の皆さまとともに、より良い地域づくりに努
めてまいります。

佐久穂町支部

野沢小ウインドオーケストラ 中込中吹奏楽部 浅間中吹奏楽部
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385-0025 1579-7 TEL 0267-78-3422

0120-78-1919
PM7 00 AM3 00

【筆者紹介】近藤浩充（こんどう・ひろみつ）　獨協大学卒業後、情報システム系の会社を経て株式
会社ジェイックに入社。全社経営戦略、教育事業、採用・就職支援事業の責任者を経
て取締役 Human Growth Division 事業部長。企業の採用・育成課題を知る立場か
ら、企業向け教育研修を監修するほか、一般企業、金融機関、経営者クラブなどで、
社員育成の手法やキャリア形成等についての講演を行っている。

中小企業が生成AI活用を全社に浸透させるポイント
　生産性向上や人手不足解消のため、生成AIの導入を進める中小企業が増えています。
しかし、「導入したものの、ITに詳しい一部の社員しか使っていない」「現場に定着しな
い」という悩みをよく耳にします。AI活用を全社に浸透させることは、社員の新たな
スキル習得（リスキリング）をうながす組織変革でもあります。一部の部署にとどめず、
企業全体の競争力強化につなげるためには何が必要なのでしょうか。自社での実践事例も交えながら、
中小企業が生成AI活用を全社に浸透させるための推進のポイントをご紹介します。
【目的の明確化】　AI導入の目的を「単なる効率化」と伝えていないでしょうか。それだけでは社員の
意欲は湧きづらいものです。AI活用の真の目的は、定型業務をAIに任せることで、社員が「人にしか
できない仕事」に集中することです。例えば、商談の記録や提案資料の作成をAIに任せて、浮いた時間
を顧客へのきめ細やかなフォローや部下との対話といった「対人業務」に使います。この目的を明確に
示し、共感を得ることが第一歩となります。
【推進者が教えすぎない】　AIを現場に定着させる際、IT担当者が「こう使いなさい」と手取り足取り
教えるのは逆効果になることがあります。現場との間に温度差が生まれてしまうからです。重要なのは、
身近な同僚がAIを使って業務を効率化している「事例」を共有し、「私にもできるかも」と実感させる
ことです。自発的に成功事例を共有し合える場を作り、あえて推進者が教えすぎず、同僚の事例から「追
体験」させることで、現場の主体性を引き出します。
【業務時間を活用】　新しいツールの習得を業務時間外の自己研鑽に任せると、負担感からモチベーシ
ョンの低下を招きます。リスキリングは業務の一部ととらえ、必ず業務時間内にAIに触れる時間を設け
ることが重要です。また、社内で独自の研修をゼロから作る必要はありません。YouTubeなどの無料
の解説動画を活用して手軽に学べる環境を整えることも、無理なく推進するコツです。
【称賛の機会を設ける】　AI活用が定着するよう、定期的に成果を振り返る機会を設けます。当社では、
各事業部でAIによってどのくらい業務時間を削減できたかを可視化し、キックオフ（プロジェクトや取
り組みの開始のために行われる会議やイベント）などの場で表彰する仕組みを整えました。ここで管理
職に求められるのは、社員の試行錯誤や小さな成果に対して承認し、「称賛」の言葉をかけることです。
この称賛の連鎖が、自発的にナレッジ（付加価値のある知識・経験や事例など）を共有する文化を育み、
AIに懐疑的だった社員をも巻き込む原動力となります。
【まとめ】　生成AIの活用推進は、単なるツールの導入にとどまりません。対話や称賛といったマネジ
メントを通じて社員の主体性を引き出し、本来の能力を発揮させる取り組みです。社員一人一人が自ら
考え、AIを使いこなしながら生産性の高い組織を作っていただきたいと思います。
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長野支社東信営業所/
長野県上田市天神2-4-68（パークサイド天神1F）
TEL 0268-23-7277

長野支店/
長野県松本市本庄1-3-10（松本博労町ビル7F）
TEL 0263-35-1933
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